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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第３四半期連結
累計期間

第14期
第３四半期連結
累計期間

第13期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 2,531,239 2,848,481 4,022,466

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△131,058 △102,657 103,208

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円）
△161,966 △118,860 64,342

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△162,031 △118,229 66,197

純資産額（千円） 1,546,333 1,635,118 1,774,982

総資産額（千円） 1,972,830 2,047,521 2,448,622

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円）

△24.52 △17.86 9.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － 9.45

自己資本比率（％） 78.2 79.6 72.3

　

回次
第13期

第３四半期連結
会計期間

第14期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）
△10.53 △10.44

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

４．平成25年１月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額を算定しております。　

　 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

  

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要や景気刺激策などを背景に持ち直しの

動きとなり、また政権交代後の経済政策に対する期待感から円安基調に転換、株価の回復も見られるものの、欧米の財

政問題の長期化や新興国の成長鈍化など、国内景気の先行きについては依然として不透明感が払拭できない状況が続

いております。

このような経済状況の中、企業の広告・宣伝活動がテレビ・新聞・雑誌・ラジオ等のマス媒体からインターネット

メディアやソーシャルメディアへ移行する動きが続いており、当社グループが属するインターネット関連市場は総じ

て堅調に成長していると考えられます。

当社におきましては、既存顧客の投資抑制による受注単価の減少など、景気動向の影響は受けながらも、新規引き合

いの増加を背景とし、ウェブサイトやソーシャルメディア等の受託開発は堅調に推移しました。

また、自社サービスといたしましては、Twitterを活用したソーシャル・カスタマーサービスアプリケーション

「Social Voice for Support」をKDDI株式会社（本社：東京都港区）に先行ユーザーとして導入、平成24年12月に正

式版として販売を開始いたしました。クラウド事業の市場環境は成長の端緒にあり、当社におきましてもいまだ投資

フェーズではありますが、クラウド分野におけるサービスの開発、改良に取り組んでおります。また、９月には、株式会

社アイズファクトリー(本社所在地：東京都千代田区)と提携し、データマイニング技術を利用することによってマー

ケティング戦略やCRMの最適化を行う「カスタマーアナリティクスサービス」の提供を開始しております。

連結子会社におきましては、株式会社トライバルメディアハウスが、１２月に株式会社インデックス・アイ（本

社：東京都千代田区）と業務提携し、Facebookで企業のファンとなっているユーザーを対象としたコミュニティ・パ

ネル型リサーチサービスの提供を開始しております。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、2,848百万円(前年同期比12.5%増)、営業損失103百万円（前年

同期は営業損失125百万円）、経常損失102百万円（前年同期は経常損失131百万円）、四半期純損失は118百万円（前

年同期は四半期純損失161百万円）となりました。

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は36百万円であります。

これは、ソーシャルカスタマーサポートアプリケーション等、プラットフォーム型ビジネスの開発費用であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 184,342

計 184,342

 　（注）　 平成24年11月20日開催の取締役会決議により、平成25年１月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発

行可能株式総数は18,249,858株増加し、18,434,200株となっております。

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月８日）　

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 66,569 6,656,900
東京証券取引所

マザーズ市場

平成25年１月１日から

単元株制度を採用して

おり、単元株式数は100

株であります。

計 66,569 6,656,900 － －

　 （注）１.「提出日現在発行数」欄には、平成25年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

　　　　 ２.平成24年11月20日開催の取締役会決議により、平成25年１月１日付で１株を100株に株式分割するとともに、100

株を１単元とする単元株制度を採用いたしました。これにより、発行済株式総数が6,590,331株増加しており

ます。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

 

平成24年10月１日～

平成24年12月31日

　

－ 66,569 － 528,206 － 563,789

　　　（注）平成25年１月１日付をもって１株を100株に株式分割し、発行済株式総数が6,590,331株増加しております。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  66,569 66,569 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 66,569 － －

総株主の議決権 － 66,569 －

 

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

   当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 863,503 1,078,391

受取手形及び売掛金 1,175,230 452,833

仕掛品 46,977 171,250

原材料及び貯蔵品 319 49

繰延税金資産 70,682 64,377

その他 27,787 47,723

流動資産合計 2,184,500 1,814,625

固定資産

有形固定資産 51,729 40,280

無形固定資産

のれん 36,555 20,888

その他 17,434 10,964

無形固定資産合計 53,990 31,853

投資その他の資産

投資有価証券 50,000 50,260

敷金及び保証金 108,402 110,502

その他 0 0

投資その他の資産合計 158,402 160,762

固定資産合計 264,122 232,895

資産合計 2,448,622 2,047,521

負債の部

流動負債

買掛金 298,323 128,389

1年内返済予定の長期借入金 39,996 23,341

未払金 82,565 103,339

未払法人税等 39,914 3,221

賞与引当金 99,035 66,698

役員賞与引当金 10,824 －

受注損失引当金 － 1,472

その他 89,638 85,905

流動負債合計 660,297 412,367

固定負債

長期借入金 13,342 －

その他 － 35

固定負債合計 13,342 35

負債合計 673,639 412,402
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 528,206 528,206

資本剰余金 609,272 609,272

利益剰余金 632,198 491,703

株主資本合計 1,769,678 1,629,183

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 － 63

その他の包括利益累計額合計 － 63

少数株主持分 5,304 5,872

純資産合計 1,774,982 1,635,118

負債純資産合計 2,448,622 2,047,521
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 2,531,239 2,848,481

売上原価 2,158,460 2,363,176

売上総利益 372,779 485,304

販売費及び一般管理費 498,680 589,288

営業損失（△） △125,900 △103,983

営業外収益

受取利息 292 664

受取賃貸料 360 549

その他 947 1,207

営業外収益合計 1,600 2,421

営業外費用

支払利息 1,068 533

支払手数料 5,682 562

その他 6 －

営業外費用合計 6,758 1,095

経常損失（△） △131,058 △102,657

特別損失

本社移転費用 14,051 －

特別損失合計 14,051 －

税金等調整前四半期純損失（△） △145,109 △102,657

法人税、住民税及び事業税 12,274 9,329

法人税等調整額 4,647 6,305

法人税等合計 16,921 15,634

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △162,031 △118,292

少数株主利益又は少数株主損失（△） △64 567

四半期純損失（△） △161,966 △118,860
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △162,031 △118,292

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 63

その他の包括利益合計 － 63

四半期包括利益 △162,031 △118,229

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △161,966 △118,796

少数株主に係る四半期包括利益 △64 567
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間から、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失への影響は軽微であり

ます。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度（平成24年３月31日）及び当第３四半期連結会計期間（平成24年12月31日）

該当事項はありません。　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成24

年４月１日　至平成24年12月31日）

該当事項はありません。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりで

あります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 48,510千円 24,996千円

のれんの償却額 15,666 15,666

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日

定時株主総会
普通株式 21,320 325平成23年３月31日平成23年６月27日利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 21,634 325平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成24年４月１日　至 平成24年12月31日）　

当社グループは、SIPS事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △24円52銭 △17円86銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △161,966 △118,860

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（千円）
△161,966 △118,860

普通株式の期中平均株式数（株） 6,605,663 6,656,900

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－　 －　

　 （注）１.平成25年１月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額を算定しております。　

　　　　 ２.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金

額であるため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

ネットイヤーグループ株式会社(E05736)

四半期報告書

13/16



　

（重要な後発事象）

（株式分割、単元株制度の採用）

当社は、平成24年11月20日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日付で株式分割及び単元株制度の採用を

実施いたしました。

(1) 株式分割、単元株制度の採用の目的

平成19年11月27日全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨を踏まえ、当社株

式を上場している証券市場の利便性・流動性の向上に資するため、１株を100株に分割するとともに、100株を１

単元とする単元株制度を採用いたしました。

なお、この株式の分割及び単元株制度の採用に伴う投資単位の実質的な変更はありません。

(2) 株式分割の概要

① 分割方法

平成24年12月31日（月）（ただし、同日は株主名簿管理人の休業日につき実質上は平成24年12月28日

（金））を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する当社株式を、１株につき

100株の割合をもって分割いたしました。

② 分割により増加した株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　   　66,569 株

今回の分割により増加した株式数　　6,590,331 株

株式分割後の発行済株式総数　　　　6,656,900 株

株式分割後の発行可能株式総数　　 18,434,200 株

③ 分割の日程

分割の基準日　　　　　平成24年12月31日（月）※実質的には平成24年12月28日（金）

分割の効力発生日　　　平成25年１月１日

④新株予約権行使価額の調整

株式分割実施に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たりの行使価額を平成25年１月１日以降、以下の通り調

整いたします。

 調整前行使価額 調整後行使価額

第２回新株予約権 15,000円 150円

第３回新株予約権 36,675円 367円

第４回新株予約権 36,675円 367円

(3) 単元株制度の採用

①新設する単元株式の数

単元株制度を採用し、単元株式数を100株といたしました。

②単元株制度の効力発生日

平成25年１月１日

(4) その他

当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合における１株当たり情報は、注記事項（１

株当たり情報）に記載の通りであります。

　

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月６日

ネットイヤーグループ株式会社

取締役会　御中
　

有限責任監査法人トーマツ
　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大中　康行　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中桐　光康　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているネットイヤーグ

ループ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10

月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ネットイヤーグループ株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　      ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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